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2026年 11月 

 

経理部門の基本有用情報 

今月の経理情報 
 

テーマ： 貸付用不動産に係る相続税評価の見直し バックナンバー

はこちらから 

貸付用不動産に係る相続税評価通達（案）が公表されました。2027年 1月 1 日以後に相続等により

取得した財産について適用される予定です。 

 

1．有償で取得等した貸付用不動産（借家権の目的となっている家屋およびその敷地である土地等） 

取得時期 課税時期前 5年以内 左記以外 

現行 路線価または倍率方式等による評価額（※2） 

改正後 
課税時期における通常の取引価額 

（※1） 

路線価または倍率方式等による評価額 

（※2） 

（※1）貸付用不動産に係る土地等・家屋等の取得価額が取得等の時における通常の取引価額に相当す

ると認められる場合、次の区分に応じそれぞれ計算した金額の 80／100 相当額により評価する 

①土地等：取得価額×地価変動率（PX：課税時期の属する年に係る評価基準額／PN：土地等の取得

時の属する年に係る評価基準額） 

②家屋：取得価額－取得時から課税時期までの償却費 

（※2）土地等：自用地評価額に貸家建付地の評価減をしたもの 

    家屋：固定資産税評価額に借家権の評価減をしたもの 

 

2．特定小口化商品（不動産取引から生ずる収益の分配権等、土地等・家屋等の管理・処分を目的とす

る信託受益権）の目的となっている貸付用不動産 

取得時期 課税時期前 5年以内 左記以外 

現行 路線価または倍率方式等による評価額（※2） 

改正後 課税時期における通常の取引価額（※3） 

（※3）特定小口化商品の元本等相当額が適正な価格情報に基づくと認められる場合、次の①～③のう

ち最も低い金額により評価する 

① P1：元本等相当額×90／100（特例計算あり） 

② P2：課税時期における貸付用不動産の精通者意見価額（事業者が有する適正な価格情報を含む。） 

③ P3：課税時期前 1年以内に実施された貸付用不動産の鑑定評価額×95／100 

 

お見逃しなく！ 

 非上場会社株式の純資産価額を評価するうえで、上記 1．の適用はありませんが 2．は適用されま

す。 

 課税時期前 5年以内に取得した貸付用の居住マンションについては現在「マンション通達」によ

り評価することになっていますが、2027年 1月 1日以後は本通達により評価することになりま

す。 


